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６ 総括 

平成３０年度の決算については、歳入総額が１８，１９１，７１４，９４６円で、前年度歳入決

算額１８，５２１，１９６，４８８円と比較して３２９，４８１，５４２円、１．８％の減少であ

る。また、歳出総額が１７，３４０，２１３，２００円で、前年度歳出決算額１７，７３４，０８

２，９３９円と比較して３９３，８６９，７３９円の２．２％の減少である。   

その構成を見ると、歳入は自主財源比率が前年度決算と比較し０．５ポイントの増加、歳出はそ

の他の経費が増加し、消費的経費及び投資的経費が減少している。 

平成３０年度の決算の特徴として、歳入では、自主財源である市税が前年度決算と比較して１０

０，２５４，００２円（１．２％）増加し、収納率も９７．２％と、前年の９６．６％と比較して

０．６ポイント上昇している。これは、納税コールセンターによる電話催告など自主納付の呼びか

けや、早期の滞納処分可能財産の把握及び滞納処分の実施などの成果が挙げられる。このほか、財

産収入が前年度決算額と比較して３２，８３０，６８５円（２９４．１％）増額となった。これは

ＪＲ高麗川駅周辺地域の市有地公売による成果が大きく、財源確保につながる未利用地の有効活用

が図られたものである。 

歳出において、性質別では、消費的経費及び投資的経費が前年度決算額を下回った。この理由と

して、土木費における道路橋りょう費の大幅な減少や、子育て総合支援センター開設に関する工事

が終了したことに伴う児童福祉費の該当費用の減少が挙げられる。 

また、科目別では、労働費、教育費、災害復旧費及び公債費が前年度決算額より増加となったが

その他の科目では減少となっている。諸支出金の減少については、下水道事業会計補助金が減少と

なったことによるものである。 

以上のとおり、歳入においては、自主財源の要となる市税について、引き続き、滞納者に対する

早期の財産調査を行い、厳正な滞納処分の実施を行うとともに、適正な不納欠損処理をされたい。 

また、老朽化施設への対策などの財源として市債を活用するに当たっては、後年度負担が過度に

ならないよう、世代間負担の公平化を勘案しつつ、計画的な財政運営を心掛けていただきたい。 

歳出においては、社会保障関係の経費を主とする民生費の増加や、経年劣化による施設の更新及

び長寿命化への対応経費など、深刻化する人口減少や少子高齢化により大幅な歳入増加が期待でき

ない状況の中で、引き続き、厳しい財政運営が強いられるものと考えられることから、適正な予算

の執行や計画的な事務の執行を心掛けていただきたい。 

このほか、予算の執行に当たっては、執行状況を精査し所要の補正を行うなど、不用額の縮減に

努め、効率的な予算の執行に努めていただきたい。 

なお、審査の対象となった決算書及び附属書類は、いずれも関係法令の規定に準拠して作成され

ており、その計数は正確であり、かつ、会計帳簿及び証書類の処理も妥当であると認められた。 
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（２） 国民健康保険特別会計 

 

１ 概要 

（１） 歳入 

歳入総額は６，１７９，７４５，４６６円で、前年度歳入決算額７，４２１，３８１，２７５円

と比較して、１，２４１，６３５，８０９円、１６．７％減少となった。 

                                       （単位：円） 

区分 予算現額 収入済額 増減額・率 前年度決算額 増減額・率 

１ 国 民 健 康 

保 険 税 

1,198,480,000 1,222,665,448 24,185,448 1,250,269,797 △ 27,604,349 

      2.0%   △ 2.2% 

２  国庫支出金  
1,000 9,000 8,000 1,407,219,640 △ 1,407,210,640 

    800.0%   △ 100.0% 

３ 療 養 給 付 

費等交付金 

1,000 0 △ 1,000 66,079,000 △ 66,079,000 

      －   皆減 

４ 前期高齢者 

交 付 金 

0 0 0 2,271,767,335 △ 2,271,767,335 

      －   皆減 

５ 県 支 出 金  
4,522,703,000 4,416,129,869 △ 106,573,131 349,958,247 4,066,171,622 

    △ 2.4%   1,161.9% 

６ 共同事業交

付 金 

0 0 0 1,511,574,950 △ 1,511,574,950 

      －   皆減 

７  財 産 収 入  
1,000 0 △ 1,000 0 0 

    －        － 

８  寄 附 金  
1,000 0 △ 1,000 0 0 

    －        － 

９  繰 入 金  
461,377,000 386,218,717 △ 75,158,283 446,779,220 △ 60,560,503 

    △ 16.3%   △ 13.6% 

10  繰 越 金  
146,529,000 146,528,001 △ 999 110,055,186 36,472,815 

    △ 0.0%   33.1% 

11  諸 収 入  
9,625,000 8,194,431 △ 1,430,569 7,677,900 516,531 

    △ 14.9%   6.7% 

合 計 
6,338,718,000 6,179,745,466 △ 158,972,534 7,421,381,275 △ 1,241,635,809 

    △ 2.5%   △ 16.7% 
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（２） 歳出 

歳出総額は６，１２６，２２９，３６０円で、前年度歳出決算額７，２７４，８５３，２７４円

と比較して１，１４８，６２３，９１４円、１５．８％の減少となった。主な要因としては、保険

給付費６８，０２３，６８５円（１．５％）の減少によるものである。 

                                       （単位：円） 

区分 予算現額 支出済額・率 不用額 前年度決算額 増減額・率 

１  総 務 費  
33,667,000 30,239,115 3,427,885 35,807,733 △ 5,568,618 

  89.8%     △ 15.6% 

２  保険給付費  
4,508,134,000 4,322,066,003 186,067,997 4,390,089,688 △ 68,023,685 

  95.9%     △ 1.5% 

３ 後期高齢者 

支 援 金 等 

0 0 0 878,786,019 △ 878,786,019 

    －     皆減 

４ 前期高齢者 

納 付 金 等 

0 0 0 3,200,983 △ 3,200,983 

    －     皆減 

５ 老 人 保 健 

拠 出 金 

0 0 0 14,448 △ 14,448 

    －     皆減 

６  介護納付金  
0 0 0 303,314,532 △ 303,314,532 

  －     皆減 

７ 

国 民 健 康 

保険事業費 

納 付 金 

1,562,920,000 1,562,917,603 2,397 0 1,562,917,603 

  100.0%     皆増 

８ 
財政安定化

基金拠出金 

1,000 0 1,000 0 0 

  －     － 

９ 共 同 事 業 

拠 出 金 

2,000 882 1,118 1,485,656,816 △ 1,485,655,934 

    44.1%     △ 100.0% 

10  保健事業費  
73,444,000 59,485,421 13,958,579 65,176,863 △ 5,691,442 

  81.0%     △ 8.7% 

11  基金積立金  
14,000 12,998 1,002 0 12,998 

  92.8%     皆増 

12  諸 支 出 金  
151,553,000 151,507,338 45,662 112,806,192 38,701,146 

  100.0%     34.3% 

13  予 備 費  
8,983,000 0 8,983,000 0 0 

  －     － 

合 計 
6,338,718,000 6,126,229,360 212,488,640 7,274,853,274 △ 1,148,623,914 

  96.6%     △ 15.8% 
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（３） 歳入歳出差引 

歳入歳出差引額は、５３，５１６，１０６円である。 



 27 

２ 運営状況 

被保険者の加入状況は、本年度末で８，７９９世帯、１４，３１０人である。前年度と比較する

と、世帯数では２２６世帯（２．５％）減少、被保険者数は６４８人（４．３％）減少している。 

 

区 分 本 年 度 末 前 年 度 末 比 較 

世 帯 数 8,799 世帯 9,025 世帯 △ 226 世帯 

被 保 険 者 数 14,310 人 14,958 人 △ 648 人 

 

（単位：円） 

区 分 平 成 ３ ０ 年 度 平 成 ２ ９ 年 度 増 減 額 増 減 率 

療 養 給 付 費 3,715,832,571 3,766,962,310 △ 51,129,739 △ 1.4% 

療  養  費 57,517,432 65,560,656 △ 8,043,224 △ 12.3% 

高 額 療 養 費 522,711,668 523,736,706 △ 1,025,038 △ 0.2% 

合 計 4,296,061,671 4,356,259,672 △ 60,198,001 △ 1.4% 

 

 

３ 各説 

（１） 歳入 

① 国民健康保険税 

（単位：円） 

区 分 平 成 ３ ０ 年 度 平 成 ２ ９ 年 度 比 較 増 減 率 

予 算 現 額 1,198,480,000 1,243,168,000 △ 44,688,000 △ 3.6% 

調 定 額 1,493,566,238 1,587,437,021  △ 93,870,783 △ 5.9% 

収 入 済 額 1,222,665,448 1,250,269,797 △ 27,604,349  △ 2.2% 

不 納 欠 損 額 27,978,555 65,292,686 △ 37,314,131 △ 57.1% 

還 付 未 済 額 813,900 552,200 261,700 47.4% 

収 入 未 済 額 243,736,135  272,426,738  △ 28,690,603 △10.5% 

収 入 率 対 予 算 102.0% 100.6%   

収 納 率 対 調 定 81.9% 78.8% 3.1 ポイント 

  
 
現 年 課 税 分 93.6% 93.0% 0.6 ポイント 

    滞 納 繰 越 分 27.8% 23.8% 4.0 ポイント 

 

予算現額１，１９８，４８０，０００円、調定額１，４９３，５６６，２３８円、収入済額１，

２２２，６６５，４４８円で、予算現額に対する収入率は、１０２．０％である。また、調定額に

対する収納率は、現年課税分９３．６％、滞納繰越分２７．８％で合計収納率は８１．９％となり
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前年度の収納率７８．８％より３．１ポイント増加した。 

不納欠損額は、２７，９７８，５５５円（３４６件）であり、いずれも地方税法第１５条の７及

び第１８条の規定による所定の手続きにより不納欠損処分されている。 

収入未済額は、現年課税分７９，０３９，５２０円（７６５件）、滞納繰越分１６４，６９６，６

１５円（１，４６５件）である。なお、還付未済額は８１３，９００円（１８１件）である。 

 

② 繰入金 

予算現額４６１，３７７，０００円に対して、収入済額３８６，２１８，７１７円であり、これ

は、一般会計からの繰入金である。 

 

 

（２） 歳出 

保険給付費における療養給付費、療養費及び高額療養費は、前年度より６０，１９８，００１円

（１．４％）減少した。他に、出産育児諸費の出産育児一時金１２，５３６，９５０円（３０件）、

葬祭諸費の葬祭費４，１００，０００円（８２件）が支出されている。 

 

 

４ 審査の結果 

審査の対象となった決算書及び附属書類は、いずれも関係法令の規定に準拠して作成されて

おり、その計数は正確であり、かつ、会計帳簿、証書類の処理も妥当であると認められた。 
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（３） 後期高齢者医療特別会計 

 

１ 概要 

（１） 歳入 

歳入総額は６６８，９１０，６４２円で、前年度歳入決算額６４４，８７８，２０１円と比較し

て、２４，０３２，４４１円、３．７％の増加となっている。 

（単位：円） 

区分 予算現額 収入済額 増減額・率 前年度決算額 増減額・率 

１ 後期高齢者

医療保険料 

535,559,000 522,994,870 △ 12,564,130 494,291,220 28,703,650 

      △ 2.3%   5.8% 

２  繰 入 金  
137,910,000 136,560,740 △ 1,349,260 134,753,992 1,806,748 

    △ 1.0%   1.3% 

３  繰 越 金  
5,159,000 5,159,623 623 14,981,221 △ 9,821,598 

    0.0%   △ 65.6% 

４ 諸 収 入 
1,005,000 761,409   △ 243,591 851,768 △ 90,359 

  △ 24.2%  △ 10.6% 

５  国庫支出金 
0 3,434,000 3,434,000 0 3,434,000 

    －   皆増 

合 計  
679,633,000 668,910,642 △ 10,722,358 644,878,201 24,032,441 

    △ 1.6%   3.7% 
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（２） 歳出 

歳出総額は６６３，０１８，７２６円で、前年度歳出決算額６３９，７１８，５７８円と比較し

て、２３，３００，１４８円、３．６％の増加となっている。 

なお、総務費のうち、後期高齢者医療保険料徴収事務の委託料３０３，０００円が翌年度へ繰り

越された。 

（単位：円） 

区分 予算現額 支出済額・率 不用額 前年度決算額 増減額・率 

１  総 務 費 
31,490,000 30,598,724 588,276 32,772,779 △ 2,174,055 

  97.2%     △ 6.6% 

２ 広 域 連 合 641,246,000 627,043,572 14,202,428 602,324,149 24,719,423 

 納 付 金   97.8%     4.1% 

３ 諸 支 出 金  
5,897,000 5,376,430 520,570 4,621,650 754,780 

  91.2%     16.3% 

４ 予 備 費 
1,000,000 0 1,000,000 0 0 

  －     － 

合 計  
679,633,000 663,018,726 16,311,274 639,718,578 23,300,148 

  97.6%     3.6% 

 

 

（３） 歳入歳出差引 

歳入歳出差引額は、５，８９１，９１６円である。 

 

 

２ 被保険者数について 

後期高齢者医療被保険者数は、平成３０年度末で７，９０８人である。前年度と比較すると、５

３２人（７．２％）増加している。 

 

 

３ 審査の結果 

審査の対象となった決算書及び附属書類は、いずれも関係法令の規定に準拠して作成されて

おり、その計数は正確であり、かつ、会計帳簿、証書類の処理も妥当であると認められた。 
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（４） 介護保険特別会計 

 

１ 概要 

（１） 歳入 

歳入総額は３，９６７，３９３，８１５円で、前年度歳入決算額３，９０３，５８６，９３９円

と比較して６３，８０６，８７６円、１．６％の増加となった。主な要因としては、保険料３８，

８１４，５１４円（４．０％）、国庫支出金３０，８６７，５２２円（４．８％）、県支出金３６, 

１０１，６１８円（７．０％）の増加によるものである。 

 

（単位：円） 

区分 予算現額 収入済額 増減額・率 前年度決算額 増減額・率 

１  保 険 料  
1,013,054,000 1,018,729,586 5,675,586 979,915,072 38,814,514 

    0.6%   4.0% 

２  国庫支出金  
719,136,000 680,263,843 △ 38,872,157 649,396,321 30,867,522 

    △ 5.4%   4.8% 

３ 支 払 基 金 

交 付 金 

1,016,503,000 911,622,607 △ 104,880,393 924,045,000 △ 12,422,393 

      △ 10.3%   △ 1.3% 

４  県 支 出 金  
568,799,000 554,307,270 △ 14,491,730 518,205,652 36,101,618 

    △ 2.5%   7.0% 

５  財 産 収 入  
391,000 383,189 △ 7,811 127,571 255,618 

    △ 2.0%   200.4% 

６  繰 入 金 
626,028,000 566,491,240 △ 59,536,760 600,216,080 △ 33,724,840 

    △ 9.5%   △ 5.6% 

７  繰 越 金  
228,640,000 228,640,323 323 228,247,560 392,763 

    0.0%   0.2% 

８  諸 収 入  
6,960,000 6,955,757 △ 4,243 3,433,683 3,522,074 

    △ 0.1%   102.6% 

合 計  
4,179,511,000 3,967,393,815 △ 212,117,185 3,903,586,939 63,806,876 

    △ 5.1%   1.6% 
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（２） 歳出 

歳出総額は３，７６２，１５４，８３２円で、前年度歳出決算額３，６７４，９４６，６１６円

と比較すると８７，２０８，２１６円、２．４％の増加である。これは、保険給付費６６，２２７, 

７１８円（２．１％）、諸支出金７，２７３，９４９円（５．３％）等の増加によるものである。 

 なお、総務費のうち、介護保険電算処理事務の委託料９４７，０００円が翌年度へ繰り越され 

た。 

 

 

（単位：円） 

区分 予算現額 支出済額・率 不用額 前年度決算額 増減額・率 

１  総 務 費  
59,763,000 50,929,824 7,886,176 44,386,814 6,543,010 

  85.2%     14.7% 

２  保険給付費  
3,652,299,000 3,275,692,595 376,606,405 3,209,464,877 66,227,718 

  89.7%     2.1% 

３  基金積立金  
93,696,000 93,687,924 8,076 92,287,709 1,400,215 

  100.0%     1.5% 

４ 地 域 支 援 

事 業 費 

219,572,000 197,902,148 21,669,852 192,138,824 5,763,324 

    90.1%     3.0% 

５  諸 支 出 金  
144,233,000 143,942,341 290,659 136,668,392 7,273,949 

  99.8%     5.3% 

６  予 備 費  
9,948,000 0 9,948,000 0 0 

  －     － 

合 計  
4,179,511,000 3,762,154,832 416,409,168 3,674,946,616 87,208,216 

  90.0%     2.4% 

 

 

（３） 歳入歳出差引 

歳入歳出差引額は２０５，２３８，９８３円である。
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２ 各説 

（１） 歳入 

① 保険料  

                  （単位：円） 

区 分 平 成 ３ ０ 年 度 平 成 ２ ９ 年 度 比 較 増 減 率 

予 算 現 額 1,013,054,000 963,976,000 49,078,000 5.1% 

調 定 額 1,046,472,713 1,008,079,545 38,393,168 3.8% 

収 入 済 額 1,018,729,586 979,915,072 38,814,514 4.0% 

不 納 欠 損 額 7,588,570 6,919,990 668,580 9.7% 

還 付 未 済 額 1,302,150 910,180 391,970 43.1% 

収 入 未 済 額 21,456,707 22,154,663 △ 697,956 △ 3.2% 

収入率 対 予 算 100.6% 101.7%   

収納率 対 調 定 97.3% 97.2% 0.1 ポイント 

  
 
現 年 度 分 99.1% 98.9% 0.2 ポイント 

    滞 納 繰 越 分 10.8% 11.5% △ 0.7 ポイント 

 

予算現額１，０１３，０５４，０００円、調定額１，０４６，４７２，７１３円、収入済額１，

０１８，７２９，５８６円で、予算現額に対する収入率は１００．６％である。また、調定額に対

する収納率は、現年度分９９．１％（前年度９８．９％）、滞納繰越分１０．８％（前年度１１．

５％）で合計収納率は９７．３％となり、前年度の収納率９７．２％から０．１ポイント増加した。 

不納欠損額は、７，５８８，５７０円（９５５件／１９７人）であり、いずれも介護保険法第２

００条第１項の規定に基づく所定の手続により不納欠損処分されている。 

収入未済額については、現年度分９，１６３，７３０円（１，０５８件／２３４人）、滞納繰越

分１２，２９２，９７７円（１，４６８件／２６２人）で合計２１，４５６，７０７円である。還

付未済額は１，３０２，１５０円（２１１件／１６４人）である。 

 

 

② 繰入金 

予算現額６２６，０２８，０００円に対して、収入済額５６６，４９１，２４０円であり、内訳

は、一般会計からの繰入金５５５，４９１，２４０円、基金からの繰入金１１，０００，０００円

である。 

 

 

（２）  歳出 

要介護及び要支援認定者数は、平成３０年度末で２，２８８人であり、前年度より１０８人増え

ている。給付の状況は、介護サービス等諸費が３，０１７，３６４，４７６円、介護予防サービス

等諸費７０，３４５，４７７円、高額介護サービス等費が６３，６８４，９５３円、特定入所者介

護サービス等費１１４，８０５，２６０円等である。 
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４ 審査の結果 

審査の対象となった決算書及び附属書類は、いずれも関係法令の規定に準拠して作成されて

おり、その計数は正確であり、かつ、会計帳簿、証書類の処理も妥当であると認められた。 
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（５） 武蔵高萩駅北土地区画整理事業特別会計 
 

１ 概要 

（１） 歳入 

歳入総額は７０８，０１６，６５０円で、前年度歳入決算額８３５，３０５，５３２円と比較し

て、１２７，２８８，８８２円、１５．２％の減少となった。主な要因としては、市債１５８，４

００，０００円（４０．７％）の減少によるものである。 

 

  

（単位：円） 

区分 予算現額 収入済額 増減額・率 前年度決算額 増減額・率 

１  保 留 地 

処 分 金  

78,780,000 75,117,100 △ 3,662,900 42,013,900 33,103,200 

    △ 4.6%   78.8% 

２ 国庫支出金 
13,420,000 13,420,000 0 41,008,000 △ 27,588,000 

    0.0%   △ 67.3% 

３  繰 入 金  
261,673,000 261,673,000 0 282,159,000 △ 20,486,000 

    0.0%   △ 7.3% 

４  繰 越 金  
127,006,000 127,006,550 550 80,924,632 46,081,918 

    0.0%   56.9% 

５  諸 収 入  
1,000 0 △ 1,000 0 0 

    －   － 

６  市 債  
357,300,000 230,800,000 △ 126,500,000 389,200,000 △ 158,400,000 

    △ 35.4%   △ 40.7% 

合 計 
838,180,000 708,016,650 △ 130,163,350 835,305,532 △ 127,288,882 

    △ 15.5%   △ 15.2% 
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（２） 歳出 

予算現額８３８，１８０，０００円に対し、支出済額は５５７，３７６，９５２円であり、前年

度と比較すると１５０，９２２，０３０円、２１．３％の減少となった。 

なお、事業費のうち、土地区画整理事業の工事請負費１５，４８０，０００円が翌年度へ繰り越

した。 

 

（単位：円） 

区分 予算現額 支出済額・率 不用額 前年度決算額 増減額・率 

１  事 業 費  
730,659,000 451,649,823 124,209,177 615,743,169 △ 164,093,346 

  61.8%     △ 26.6% 

２  公 債 費  
107,021,000 105,727,129 1,293,871 92,555,813 13,171,316 

  98.8%     14.2% 

３  予 備 費  
500,000 0 500,000 0 0 

  －     － 

合 計 
838,180,000 557,376,952 126,003,048 708,298,982 △ 150,922,030 

  66.5%     △ 21.3% 

 

 

（３） 歳入歳出差引 

歳入歳出差引額は１５０，６３９，６９８円である。 

 

 

２ 支出内容 

支出済額の主なものは、事業費の土地区画整理事業（武蔵高萩駅北事業費）３２３，６１５，８

２５円、公債費の土地区画整理事業債元金償還事務（公債費）９７，５８６，３５０円である。 

 

 

３ 審査の結果 

審査の対象となった決算書及び附属書類は、いずれも関係法令の規定に準拠して作成されて

おり、その計数は正確であり、かつ、会計帳簿、証書類の処理も妥当であると認められた。 
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 ［財産に関する調書］ 

 （１）公有財産 

区分 内訳 
平成２９年度末 

現 在 高 

平成３０年度中 

増 減 高 

平成３０年度末 

現 在 高 

１ 土 地 本庁舎・その他 1,514,255.74 △ 931.87 1,513,323.87 

２ 建 物 本庁舎・その他 128,786.74 △ 7.29 128,779.45 

３ 出資による権利 出資金・出捐金 623,267,000 0 623,267,000 

 

  １ 土地 

 ＪＲ高麗川駅周辺の宅地を公売したことなどにより、平成３０年度は９３１．８７㎡の減少

となり、平成３０年度末の現在高は１，５１３，３２３．８７㎡となっている。 

 

  ２ 建物 

    公有財産の建物については、一部休憩舎の移管により、平成３０年度は７．２９㎡の減少と

なり、平成３０年度末の現在高は１２８，７７９．４５㎡となっている。 

 

  ３ 出資による権利 

    川越卸売市場株式会社出資金４０６，５５０，０００円をはじめとして、勤労者住宅資金貸

付預託金１０８，０００，０００円、地域福祉基金出捐金１００，０００，０００円など合計

８件の権利があるが、平成３０年度中の増減はなく、平成３０年度末の現在高は６２３，２６

７，０００円となっている。 

 

 （２）物品 

    平成２９年度末の現在高は、車両８０台と防災倉庫１１棟であり、平成３０年度は車両２台

が増加となり、平成３０年度末の現在高は、車両８２台と防災倉庫１１棟となっている。 

 

 （３）債権 

 債権については、平成２９年度末の日高市地域総合整備資金貸付金現在高が１２，６００，

０００円であったが、平成３０年度中に完済となり、平成３０年度末の現在高は０円となって

いる。 

 

（４）基金 

    基金については、平成２９年度末時点で財政調整基金、介護給付費準備基金及びまちづくり

基金など１１の基金があり、同年度末の現在高は３，６５１，６９６，０００円であった。こ

れら基金のうち、制度改正に伴い、国民健康保険の保険給付費支払基金が廃止され、新たに設

置した国民健康保険財政調整基金に組み替えたほか、平成３０年度中の増減により、同年度末

の現在高は３，９３５，３９２，０００円となっている。 
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［基金］ 

基金運用状況 

 

１ 運用状況 

（１） 厚生基金 

決算年度末残高は、貸付金２，４３６，４００円、現金１，５６３，６００円の合計４，０ 

  ００，０００円である。 

 

 

（２） 高額療養費貸付基金 

決算年度末残高は、貸付金０円、現金５，０００，０００円の合計５，０００，０００円で 

  ある。 

 

 

（３） 用品調達基金 

毎月運用され、決算年度末残高は、用品０円、現金１０，０００，０００円の合計１０，０ 

００，０００円である。 

 

 

２ 審査の結果 

各基金の管理は適正であり、基金の設置目的に従い、確実に運用されている。 




